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平成 27年３月 19日 
各     位 

 

会 社 名 興 銀 リ ー ス 株 式 会 社 

代 表 者 の 
役 職 氏 名 

代表取締役社長 大 西  節 

（コード番号：8425 東証第１部） 

問い合わせ先 取締役企画部長 丸山 伸一郎 

電 話 番 号 0 3 - 5 2 5 3 - 6 5 1 1 ( 代 表 ) 

役員異動及び人事異動並びに組織変更に関するお知らせ 

当社は、平成27年３月19日開催の取締役会において、下記のとおり役員異動及び人事異動について内定

いたしましたのでお知らせいたします。また、下記のとおり組織変更を決議いたしましたので、あわせて

お知らせいたします。 

記 

１．役員異動 

(1)昇任(平成 27年４月１日付) 

氏 名 （新） （現） 

長津  克司 副社長執行役員 専務執行役員 

丸山  伸一郎 
常務取締役 

兼 常務執行役員 
経営企画部長 

取締役 
兼 執行役員 
企画部長 

山内  英治 常務執行役員 
執行役員 

コーポレート営業一部長 

吉田  勝彦 常務執行役員 執行役員 

 

(2)新任(平成 27年４月１日付) 

氏 名 （新） （現） 

水冨  芳保 

執行役員 
ファイナンス営業部長 
兼 航空機営業部長 

ファイナンス営業部長 

折橋  克泉 
執行役員 

コーポレート営業三部長 
― 

濵本  真矢 執行役員 
株式会社みずほ銀行 

執行役員営業第五部長 

 

(3)委嘱の変更(平成 27年４月１日付) 

氏 名 （新） （現） 

釜田  英彦 執行役員 
執行役員 

東京営業第一部長 
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(4)退任(平成 27年４月１日付) 

氏 名 （新） （現） 

遠藤  経雄 辞 任 専務執行役員 

山本  大介 参 与 常務執行役員 

遠藤 経雄氏は、平成 27年４月１日付で、第一リース㈱代表取締役社長に就任予定 

 

２．人事異動 

(平成 27年４月１日付) 

氏 名 （新） （現） 

西田  雅彦 統合リスク管理部長 ― 

中澤  泰弘 主計部長 主計室長 

酒井  貴浩 建機営業部長 建機営業推進室長 

沢田  良治 自動車営業部長 ― 

内藤  文明 医療ヘルスケア営業部長 ― 

西ヶ谷  典至 投資商品営業部長 投資商品・航空機営業部長 

吉田  健二 コーポレート営業一部長 
株式会社みずほ銀行 

船場法人部付審議役 

佐 藤  寛 東京営業第一部長 仙台支店長 

中島  一喜 首都圏営業第一部長 自動車営業部長 

松田  俊夫 仙台支店長 ― 

 

 

３．組織変更（平成 27年４月１日付） 

当社は、現在推進中の第４次中期経営計画に掲げる基本戦略を加速すべく、営業組織を改編すると  

ともに、支援機能を拡充いたします。 

また、コーポレートガバナンスの実効性を高めるとともに、グループ経営の高度化を目指すべく、  

組織体制を強化し、当社グループの企業価値向上と持続的な成長を推進してまいります。 
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(1)コーポレート営業三部の新設 

日産リース㈱の吸収合併に併せ、自動車関連産業を主たる取引先とする営業組織として    

「コーポレート営業三部」を新設する。 

(2)投資商品・航空機営業部の改組 

航空機関連ビジネスについて、ファイナンスに留まらない多様な事業展開と、タックスリースに 

係るより高度な専門性とノウハウを蓄積すべく、「航空機営業部」及び「投資商品営業部」に分割   

する。 

(3)医療福祉営業部の改称 

広くヘルスケア全般への網羅的な営業展開の実現と、当該分野における有力チャネルとの更なる 

連携強化を企図し、「医療ヘルスケア営業部」に改称する。 

(4)主計室の改称 

経営戦略の遂行や営業実務において、高度な会計税務知識に基づく支援機能を一層拡充すべく、 

「主計部」に改称する。 

(5)企画部の改組 

・グループ統括機能を強化し、グループ経営全体に係る政策を一体的に推進すべく、「経営企画部」

に改称する。 

・投資家、地域社会といったさまざまなステークホルダーや各種メディアに向けた情報提供体制を

整備し、有用かつ主体的な情報発信を実現するとともに、適切な協働や積極的な対話を進める 

べく、広報機能、IR室、CSR推進室を統合し「コーポレートコミュニケーション室」を設置する。 

・内部統制に係る体制を一層充実させるべく、内部統制統括室を業務監査部に移管するとともに、

同室が有する機能の一部を管理部に移管する。 

・関係会社各社の経営戦略を一元的に管理・推進する体制を強化し、グループシナジーを一層追求

すべく、関係会社室を統合し「グループ戦略室」を設置する。 

以 上 

 


